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流 動 資 産 925,901 流 動 負 債 595,456

517,346 202,379

149,072 82,615

30,764 810

214,119 59,964

14,597 50,292

30,857

固 定 資 産 940,091 106,724

  有 形 固 定 資 産 25,681 51,065

15,507 3,680

0 7,066

9,298 固 定 負 債 380,238

875 58

135

  無 形 固 定 資 産 14,764 379,825

14,764 220

0 975,694

  投 資 そ の 他 の 資 産 899,644 株 主 資 本 890,298

12,650 36,000

806 資 本 剰 余 金 6,000

600,000 6,000

98,088 利 益 剰 余 金 848,298

188,099 6,600

841,698

別 途 積 立 金 750,720

繰 越 利 益 剰 余 金 90,978

890,298

1,865,992 1,865,992

貸  借  対  照  表

（2024年03月31日現在）

（単位：千円）

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

科       目金    額 金    額

（負  債  の  部）（資  産  の  部）

科       目

未 払 消 費 税 等

退 職 給 付 引 当 金

構 築 物

売 掛 金

賞 与 引 当 金

契 約 負 債

長 期 未 払 金

資 産 除 去 債 務

未 払 法 人 税 等

短 期 リ ー ス 債 務前 払 費 用

未 払 金

短 期 貸 付 金

そ の 他

未 払 費 用

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

預 り 金

預 り 保 証 金

リ ー ス 資 産

長 期 リ ー ス 債 務

器 具 及 び 備 品

負 債 合 計

建 物 附 属 設 備

純 資 産 合 計

（純  資  産  の  部）

差 入 敷 金 ・ 保 証 金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

長 期 前 払 費 用

出 資 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

資 本 金

資 本 準 備 金



１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物附属設備 3年～17年、構築物　4年～10年、器具及び備品　3年～15年　　

② 無形固定資産

　のれん 8年間の定額法によっております。

　自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

　　を零とする定額法を採用しております。

（２） 引当金の計上基準

① 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額の当期負担額を計上しております。

② 退職給付引当金

　　　 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

（３） 収益及び費用の計上基準

　当社は、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

　管理収入に係る収益は、主としてマンションの管理業務の提供であり、顧客との管理委託契約に基づいて委託さ

れた管理事務を実施する履行義務を負っております。当該管理委託契約は、一定期間にわたり履行義務を充足す

る取引であり、契約期間の進捗に応じて収益を認識しております。

　工事売上高に係る収益は、主としてマンションの内装工事の実施であり、顧客からの注文に基づいて修繕工事を

実施する履行義務を負っております。当該工事は、取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時

点までの期間がごく短いことから、顧客が工事の完了を確認した時点で収益を認識しております。

　その他の収入に係る収益は、主として顧客とマンション管理組合との工事に対する業務提携料であり、顧客とマン

ション管理組合間の工事管理を実施する履行義務を負っております。当該業務提携は顧客とマンション管理組合

の工事の完了により履行義務を充足するため、その時点で収益を認識しております。

　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件に基づき概ね1年以内に受領しており、

重大な金融要素は含んでおりません。

個  別  注  記  表

（自 2023年04月01日　至 2024年03月31日）



（４） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い

　当社は、2022年4月1日から関西電力株式会社を通算親会社として、グループ通算制度を適用しております。

　また、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用

する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日。）に従っております。

② 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

２． 株主資本等変動計算書に関する注記

（１） 発行済株式に関する事項

普通株式 70,000株

（２） 配当に関する事項

① 配当金支払額

　2023年6月29日開催の定時株主総会において、剰余金の配当に関する議案を決議しました。

配当金の総額 381,150千円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 5,445円

基準日 2023年3月31日

効力発生日 2023年6月29日

② 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　2024年6月27日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

配当金の総額 89,950千円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 1,285円

基準日 2024年3月31日

効力発生日 2024年6月27日

３． 当期純利益

90,002千円


